


















The study of the principles of electrical appliances in view of popularization
Abstract
We investigated the ownership ratios of the electric household appliances and electrical 
equipment by questionnaire to clarify the principles that the lecturers should study. We found 
that (1) the explicit boundary in the ownership ratios does not exist, (2) the appliances related to 
network, such as mobile phones, are widely used, and (3) the appliances based on the different 
principles become widely popular, such as light emitting diode. We conclude that the educational 
contents of the electrical household appliances should include appliances related to the network 



























































製　品 保有率 製　品 保有率
携帯電話 98．7％ アイロン（髪） 89．5％
テレビ 97．4％ パソコン 89．5％
調理器具 97．4％ LAN機器 89．5％
アイロン（洋服） 96．1％ エアコン 88．2％
冷蔵庫 96．1％ こたつ 86．8％
電子レンジ 96．1％ 音楽プレーヤー 86．8％
照明器具 96．1％ ビデオレコーダー 86．8％
電気洗濯機 94．7％ トイレ 84．2％
掃除機 94．7％ ＣＤ（音楽） 82．9％
炊飯器 93．4％ ヘッドフォン 80．3％
美容器具 93．4％ ゲーム機 80．3％
扇風機 90．8％
充電器 90．8％
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ない。
　図1は家電製品毎の保有率を示している。横軸は家電製品の種類を示している。保有率順に
並べた際に、保有率において明確に飛び（保有率の大きな差）が生じる家電製品は見当たらな
い。湯沸し器電気ポット（保有率69．7％）とファンヒータ（保有率60．5％）の部分に若干の開き
表2Ａ　テレビの方式毎の保有率
表2Ｂ　照明器具の方式毎の保有
表2C　掃除機の方式毎の保有率
図1　家電製品毎の保有率。横軸が家電製品の種類であり、縦軸が保有率（％）である。
表2Ｄ　炊飯器の方式毎の保有率
方　式 保有率
ブラウン管テレビ 7．9％
液晶テレビ 86．8％
プラズマテレビ 5．3％
有機ELテレビ 1．3％
方　式 保有率
白熱電球 50．0％
蛍光灯 48．7％
ＬＥＤライト 68．4％
方　式 保有率
紙パック式 42．1％
サイクロン式 55．3％
ロボット式 9．2％
方　式 保有率
マイコン式 27．6％
ＩＨ式 48．7％
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がみられるが、明確な差とまでは言い難い。保有率順に家電製品を並べた場合には、ゆるやか
な保有率の減少の仕方をしているといえる。
4．議論と結論
　本研究では郡山女子大学短期大学部女子学生76名へのアンケートをもとに、家庭での家電製
品の保有率を調べた。またテレビ・照明器具・掃除機・電子炊飯器について方式毎の保有率を
調べた。さらに家電製品と保有率の関係を明らかにした。
　家電製品の保有率のグラフから、保有率において明確な飛び（保有率順に並べた場合の保有
率の大きな差）がある製品はないことが判明した。このことは保有率の飛びによって原理を理
解しておくべき製品を明確に定めることができないことを意味する。仮に保有率に差のある製
品があったとしても、保有率の高い製品を理解するために必要な授業時間を取れない可能性が
ある。
　アンケートから明らかになった教授すべき授業内容に、携帯電話・パソコンおよびこれらを
利用したネットワークの原理がある。保有率の高い製品をみると、これまでに普及していたテ
レビ・洗濯機・冷蔵庫が含まれる一方で、21世紀になってから普及した携帯電話が含まれてお
り、その保有率はもっとも高い。またパソコンやLAN機器の保有率も高い。このことは携帯
電話あるいはパソコンを用いたネットワークが現代社会において重要な位置を占めていること
を意味している。したがって現代的な授業内容として、携帯電話・パソコンおよびこれらを利
用したネットワークの原理を扱うことを検討しなければならない。
　また個々の製品についてアンケート結果をみると、目的が同じであっても異なる原理が用い
られている家電製品があり、授業内容の変更や追加を検討する必要がある。実際、これまで教
授されていたテレビ・照明器具においても、かつてのテレビや照明器具とは原理の異なる電気
製品が使用されている。例えばかつてテレビといえばブラウン管テレビを意味していたが、本
アンケート結果からは液晶テレビを意味しているといってよい。同様に照明器具についても蛍
光灯の原理だけでなく、LEDライトの原理を教授する必要があるといえる。掃除機や電気炊
飯器などにおいても同様に教授内容の変更あるいは追加を行う必要がある。
　まとめると本アンケートから（1）保有率順に製品を並べた場合における、保有率の明確な
境界（保有率の飛び）はない、（2）携帯電話などのネットワークに関連した情報関連機器が広
く使われている、（3）発光ダイオードのような従来と異なる原理に基づく機器が普及してい
る、ことを明らかにした。
　以上のことから、今日の家電製品の学修内容として（A）従来の家電製品に加え、携帯電話
（スマートフォン）を含む情報関連機器の理解、（B）従来型の製品における新しい作動原理の理
解、を含むように構成する必要がある。
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　本研究では授業で教授すべき製品を保有率の観点から調べた。保有率の計算では保有してい
るか否かのみを問題としたため保有数については調べられていない。授業で扱うべき家電製品
を決めるためにも保有数や使用頻度を調べる必要があるだろう。家電製品では、技術開発によ
り同一の機能であっても動作原理が異なることも多い。本研究が家電製品学習者および教授者
のための一助となることを望む。
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